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研究要旨：愛知県では 2017 年度より毎年、県健康対策課と肝疾患診療連携拠点病院が
協力して、調査票による県下自治体の肝炎検査事業の実態把握を行うようになった。県
下では肝炎ウイルス陽性者フォローアップ事業（以下フォローアップ事業）を導入する
自治体が増加傾向である（2016 年度：14.8％ [8/51]→2017 年度：18.5％ [10/54]→2018
年度：24.1％ [13/54]）がまだ不十分である。さらに陽性者の受診確認率も低いことが
わかった（2017 年度：B 型肝炎 13.1％ [18/137]、C 型肝炎 18.0％［30/167］→2018
年度：B型肝炎 12.4％ [13/105]、C 型肝炎 20.7％［25/121］）。2019 年度末、愛知県で
は調査結果を還元し、フォローアップ事業について再度説明した。フォローアップ事業
導入後の自治体では陽性判明後の同意取得から受検時の同意取得への切り替えを推進
し、未導入の自治体では独自の方法で受診確認を行うよう働きかけを行った。 

政令指定都市の名古屋市では、年間 100 名程度の受検者が肝炎ウイルス陽性と判定さ
れる。事業の効率化を図るため、これまでの事業内容と成果を分析した。フォローアッ
プ事業への同意取得は 2018 年度まで肝炎検査受検時と陽性判明時の 2回行っていたが、
2019 年度から肝炎検査受検時の 1 回のみとした。同意率は改善し、2017 年度は B 型肝
炎 6.2％［4/65］・C型肝炎 9.1％［4/44］であったが、2019 年度 4月～9 月は B 型肝炎 
63.0％［17/27］・C 型肝炎 83.3％［20/24］となった。2019 年度、陽性者への受診勧奨
は簡素化した文書・資材を工夫して郵送で 2回行う。今後受診率 50～60％となるよう、
検査票の修正を含めて、名古屋市医師会とも協議する予定である。 

A. 研究目的 
＜愛知県＞ 

愛知県では 2017 年度より、県健康対策課

と肝疾患診療連携拠点病院が協力して、調

査票による県下市町村の肝炎対策事業の実

態把握を開始した。さらに、訪問を希望・

承諾した自治体を訪れ、担当者から直接状

況を伺うことで、自治体の特徴に応じた肝

炎対策を検討・提案できるようになった。  

3 回目となった 2019 年度はこれまでの成

果をふまえ、より詳細に自治体肝炎検査事

業内容を調査し、現状の把握と今後の課題

の抽出を目的とした。 

 

＜名古屋市＞ 

愛知県名古屋市は、人口 232.9 万人（2020

年 1月現在）を有する政令指定都市である。

2015 年度から肝炎検査陽性者フォローアッ

プ事業（以下フォローアップ事業）を導入

し、事業への参加同意が得られた肝炎ウイ

ルス陽性者への精密検査受診勧奨が可能と

なった。年間受検者約 10,000 名のうち 100

名前後が陽性と判定されるため、効率的な

受診勧奨を行なう必要がある。 

陽性者の受診率向上を目指し、2019 年度

はより合理的な事業内容への変更を試みた。 
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B. 研究方法 

＜愛知県＞ 

調査票による県下市町村の肝炎対策事業

の実態把握は 2017 年度より開始された。

2019 年度の調査対象は、県下 54 自治体（38

市 14 町 2村）・12 保健所である。当初より、

調査の目的は問題のある市町村の抽出では

なく、より効率的な肝炎検査事業の普及で

あることを通知文(図 1)に記載し、調査票

(図 2)を配布している。 

図 1 県から自治体への通知文と調査の概要 
 

図 2 2019 年度の調査票と調査内容 
 

2019 年度の調査は 7 月に行い、前年度

（2018 年度）のフォローアップ事業導入状

況・検査受検者から同事業への参加同意を

取得するタイミング・肝炎ウイルス陽性者

への受診勧奨方法などについて質問した。

回答は県健康対策課へ FAX で返信してもら

い、問い合わせ窓口は名古屋市立大学病院

とした。期限内に回答のない市町村には、

県健康対策課から担当者に連絡して、調査

への協力を要請した。調査結果を前回（2018

年 5 月～7月施行）と比較し、肝炎ウイルス

陽性者の受診率向上に有効な事業内容につ

いて検討した。 

 

＜名古屋市＞ 

 調査対象は名古屋市肝炎無料検査受検者

のうち、フォローアップ事業への参加に同

意した肝炎ウイルス陽性者である。 

フォローアップ事業への同意取得方法、

陽性者への受診勧奨内容と精密検査受診率

を分析し、改善点を検討した。 

 

C. 研究結果 

＜愛知県＞ 

2017 年度当初より市町村からの調査票の

返信率は 90％以上であり、2019 年度は県下

市町村の 100％（54/54）・保健所の 100％

（12/12）から調査票が返信された。2018 年

度現在、フォローアップ事業を導入してい

る自治体は全体の 24.1％（13/54、2016 年

度：14.8％ [8/51]→2017 年度：18.5％ 

[10/54]）であった。実際にはフォローアッ

プ事業を行っていない自治体で、独自の方

法で陽性者への受診勧奨を行う自治体もあ

った（表 1）。 

表 1 フォローアップ事業の普及状況 
 

2018 年度、フォローアップ事業への参加

同意を取得するタイミングは、保健所(＝

県)では検査受検時、自治体でフォローアッ

プ事業を導入している 13 市町村では 88％

（14/16）が陽性判明後であった。2017 年度、
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同意取得のタイミング別に肝炎ウイルス陽

性者のフォローアップ事業への参加同意

率・受診確認率を比較したところ、検査受

検時に同意を取得している 2 市（陽性者 14

名）では参加同意率：100％（14/14）、受診

確認率：57.1％（8/14）で、陽性判明後に

同意を取得している 16 市町村（陽性者 142

名）では参加同意率：31.0％（44/142）、受

診確認率：26.1％（37/142）で、陽性者の

受診確認率の改善には、受検時の同意取得

が有効であるとわかった（表 2）。 

 

 
表 2 同意取得タイミング別の受診確認率

（2017 年度） 
 

また、県健康対策課と協議の上、2018 年

夏、研究班で製作された勧奨資材の中から、

現在の治療に即した内容に改訂された HCV

リーフレット(図 3)・受け入れられやすい色

調のHBVリーフレット(図4)の愛知県版を作

成し、県下市町村・保健所・医療機関など

に配布した。 
 

 
愛知県 4拠点病院の連絡先 

図3 新規導入したHCVリーフレット(外面) 
 

 
愛知県 4拠点病院の連絡先 

図4 新規導入したHBVリーフレット(外面) 
 
＜名古屋市＞ 

フォローアップ事業導入当初より、受検

者の事業への参加同意取得は、1．検査受検

時：フォローアップ事業に関する書類送付

への同意、2．陽性判明時：フォローアップ

事業への参加同意、の2回行なわれていた。

2018 年 3 月、厚労省の「ウイルス性肝炎患

者等の重症化予防推進事業実施要領」が改

正され、さらに県内外のデータから、検査

受検時の同意取得で同意率の改善が見込め

ることが分かった。2019 年度より受検時の

同意取得 1 回のみに変更し、受検時書類 

(図 5)を更新した。新しい検査票では、検査

受検時の問診と同時にフォローアップ事業

への同意を取得することができる。 

 

図 5 肝炎検査受検時書類の変更 

 

名古屋市の 2015 年度から 2018 年度の 

フォローアップ事業への同意率は低かった

（表 3）が、2019 年度 4月～9 月の同意率は
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改善した（表 4） 

 

表 3 フォローアップ事業への同意率

（2015～2018 年度） 

 

 
表 4 フォローアップ事業への同意率

（2019 年上半期［4～9月］） 

 

名古屋市の肝炎検査では、年間 100 名程

度が陽性と判定される。フォローアップ事

業の実務は職員 1 名で行なっていることも

あり、2016年8月から再勧奨は滞っていた。 

陽性者の受診率向上につながる効果的な

勧奨を達成するために、郵送物の見直しも

行なった。これまで初回受診勧奨はフォロ

ーアップ事業への参加に必要な書類10種類

以上（精密検査受診案内、医療機関からの

精密検査受診状況等調査票［調査票］、費用

助成案内など）を送付していた。2019 年度

より最低限の内容（受診勧奨文書、肝疾患

専門医療機関案内など）に簡素化し、文書

の量は半分近くに削減された。 

2018 年度までのシステムではフォローア

ップ事業への同意取得は 2回行われ、2回の

同意を得られた人が真の同意者となる。し

かし 2019 年度、詳細にデータを検討した結

果、2015～2018 年度は 1 回目の同意が得ら

れた人をフォローアップ事業の対象者とし

て受診勧奨したデータであったことが分か

った。そのため、受診勧奨と受診率のデー

タは、2019 年度から取り直すことになった。 

2019年度の勧奨は、まず2020年1月、2019

年上半期（4～9 月）の HBV 陽性者 17 名、

HCV 陽性者 20 名に簡素化した資材（受診勧

奨文書、肝疾患専門医療機関案内など）を

送付した。数か月を経て、簡素化した資材

（図 6：受診状況に関するアンケート、リー

フレット、返送封筒）による再勧奨を行う

予定である。2019 年度からの正確な受診勧

奨データを踏まえ、2020 年度には名古屋市

医師会と協議し、肝炎検査受検時の書類の

変更（陽性者の紹介先を医師が記入し返送

することで、名古屋市が陽性者の受診確認

をしやすくする）を前提に相談する方針と

している。 

 
図 6 簡素化した再勧奨資材 

 
D. 考察 

＜愛知県＞ 

 愛知県の肝炎検査実施状況と陽性率（健

康増進法分）を図 7に示す。C 型肝炎の陽性

率は、全国平均並みまたはやや緩徐に低下

している。 

図 7 肝炎検査実施状況（愛知県） 
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これまで 3 回の調査結果から、県内でフォ

ローアップ事業を導入する自治体は微増し、

フォローアップ事業未導入で独自に陽性者

の受診勧奨を行なう自治体も存在すること

が明らかとなった。フォローアップ事業の

もとで陽性者の受診率を上げるには、まず

同事業への同意率を上げる必要がある。今

後できる限り受検時の同意取得に切り替え

る。委託医療機関でフォローアップ事業の

説明を行なっている自治体では、委託医療

機関に事業内容を周知し、陽性者紹介義務

を明確にすることで成果が期待できる。 

当初より、陽性者の受診率が高い自治体

は陽性者数が少なく(10 名以下)、スタッフ

が充足している傾向であった。陽性者が多

い自治体で受診率を上げるためには、まず 1

回目の受診勧奨で効果的な資材を郵送して

受診につなげ、2回目の勧奨対象者を減らす。

2 回目の受診勧奨の際は直接電話などで勧

奨を行なえば、より効率的である。 

 以上より肝炎検査事業は、陽性者数・自

治体の規模（人口）にしたがって手法を工

夫することで改善につながると考えられる。

（政令指定都市レベルについては名古屋市

の考察で述べる。）中核市レベルでは陽性者

が数十人程度のことが多いため、フォロー

アップ事業への同意は検査時に取得、1回目

の勧奨は手紙で、2回目は電話などが望まし

い。陽性者が年間 10 名未満の自治体は少数

の担当者で対応できる範囲であり、フォロ

ーアップ事業未導入であれば、県の事業を

活用することで差し支えない。陽性者がほ

とんどいない自治体では、陽性者が確認さ

れた際に適切に対応できるよう、常時専門

医療機関や県のフォローアップ事業を確認

しておく必要がある。 

 愛知県の新しい政策として、2019 年度よ

り調査結果を文書化し全市町村に送付する

こととした。フォローアップ事業をわかり

やすく説明したフローチャート（図 8）、フ

ォローアップ事業を導入・未導入の自治体

に分けて注意点や目標（図 9）をまとめた書

類を準備した。その中に肝炎事業について

直接相談したい市町村は、研究分担者と連

絡を取り、訪問できることも記載した（図 8）。

さらに 2020 年度からは、愛知県が調査結果

を還元する説明会を開催する方針となった。

これらの政策は、市町村のフォローアップ

事業への理解を促進するとともに、フォロ

ーアップ事業にかかわらず、肝炎ウイルス

陽性者を医療機関につなげる体制の構築に

有効であると考えられる。 

 

 
図 8 フォローアップ事業の説明（愛知県） 

 

 
図 9 肝炎事業の注意点や方向性（愛知県） 

 

＜名古屋市＞ 

 年間 100 名以上の陽性者をいかに取りこ

ぼさず専門医療機関につなげるかが課題で

ある。改善すべきポイントは 2 つあり、1．

フォローアップ事業への同意率を 100％に

近づけること、2．受診勧奨に関する担当者
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の負担を軽減して 2回の勧奨を達成するこ

とである。 

 フォローアップ事業への同意率を改善す

るためには、これまでの検査時・陽性判明

時の 2 回同意取得から、検査時 1回の同意

取得に変更することが有効である。名古屋

市では 2019 年度より検査票を改め、検査時

1回の同意取得を導入した。その結果、フォ

ローアップ事業への参加者は 2018 年度と

2019年度上半期で比較して、B型肝炎：6.2％

→63.0％、C型肝炎：9.1％→83.3％と大幅

に改善した。B型肝炎陽性者の同意率が若干

低いことが懸念され（すでに陽性であるこ

とを知って受検している可能性）、今後も留

意して経過を見ていく必要がある。 

 名古屋市が今後、質の保たれた 2回の受

診勧奨を継続するためには、対象者へ送付

する資材を吟味し、より高い効果が得られ

るよう工夫する必要がある。そのひとつが

簡素化した勧奨文書・資材である。2015～

2018 年度の受診勧奨と受診率のデータが信

頼できないことが明らかとなったため、

2019 年度は正確に受診確認率を算出し、名

古屋市が 2回の勧奨を定期業務化できるよ

う支援を行なう。初回精密検査費用助成の

適応を考慮すると、検査から 1年以内に 2

回目の勧奨まで終了するのが望ましい。ま

ずは名古屋市が年間 100 名の陽性者に適切

に対応できるよう、事業のマニュアル化を

含めて検討する。また検査委託医療機関で

あるかかりつけ医（医師会会員）が陽性者

を適切に専門医につなげることができるよ

う、医師会と協議のうえ 2021 年度を目途に

紹介状を含んだ検査票への変更も目標とす

る。 
 
E. 結論 

愛知県ではフォローアップ事業を導入す

る自治体が増加傾向であるが 20～30％にと

どまり、十分とは言えない。肝炎ウイルス

陽性者の受診確認率も約 20％と低い。フォ

ローアップ事業を導入した市町村では参加

同意率を上げることが重要で、同意率を改

善するには受検時の同意取得が有効である。

フォローアップ事業未導入の市町村では、

独自の方法で受診勧奨を行うことが必要で

ある。引き続き愛知県健康対策課とともに、

県下の市町村への働きかけを継続する。 

 名古屋市では、2019 年度よりフォローア

ップ事業の効率化を目指して、検査時 1 回

の同意取得に変更し、同意率の改善につな

がった。肝疾患診療連携拠点病院と連携し

ながら、より正確なデータ解析を行い、陽

性者が専門医療機関を確実に受診できる事

業の実現を目指す。 
 

F. 政策提言および実務活動 
・愛知県健康対策課と連携し、年一度、県

内 54 市町村 12 保健所の肝炎検査実施状
況・肝炎ウイルス陽性者への対応に関す
る調査を施行し、助言を行なう体制を導
入した。 

・名古屋市感染症対策室と連携し、肝炎ウ
イルス検査陽性者フォローアップ事業へ
の同意率を改善するために、同意取得を
検査受検時に変更した。 
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